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公有財産売買契約書 (案) 
 

売払人伊丹市（以下「甲」という。）及び買受人○○○○○（以下「乙」という。）は、

第１条に定める公有財産を、令和８年１０月から１１月までの間に実施された「演劇ホール

跡利活用事業 事業者募集公募型プロポーザル」（以下「本件プロポーザル」という。）に

おいて提案された事業に活用するため、本日次の条項により売買契約を締結する。 

 

（売買物件） 

第１条 甲は、別紙物件目録記載の公有財産（区分所有建物）（以下「本件物件」とい

う。）を乙に売り渡し、乙は、これを買い受ける。 

 

（売買代金等） 

第２条 本件物件の売買代金は、次のとおりとする。 

土地代金 金○○,○○○,○○○円（消費税非課税） 

建物代金 金○○,○○○,○○○円（うち消費税額○,○○○,○○○円） 

合計   金○○,○○○,○○○円（税込） 

２ 乙は、契約保証金として金○,○○○,○○○円を、本契約締結の日から７日以内に、

甲の発行する納入通知書により、甲の指定する金融機関に納付しなければならない。 

３ 乙は、次条に定める停止条件が成就し、本契約の効力が生じたときは、前項の契約

保証金を控除した残額を、その効力が生じた日から１か月以内に、甲の発行する納入

通知書により、甲の指定する金融機関に納付しなければならない。 

 

（停止条件等） 

第３条 甲及び乙は、本契約締結時点において、甲が本件物件の一部（別紙物件目録「２．

専有部分の建物の表示①」記載の店舗）を伊丹市立観光物産ギャラリーとして一時的

に使用していることを確認する。 

２ 本契約は、令和９年３月３１日までに、甲が前項の一時使用を終了し、甲において

本件物件を地方自治法第２３８条第４項に定める普通財産とする手続を完了するこ

とを停止条件として、その効力を生じるものとする。 

３ 甲は、前項に定める停止条件が成就したときは、乙に対し、速やかにその旨を書面

により通知するものとする。 

４ 本契約の効力発生日は、前項の通知が乙に到達した日とする。ただし、甲乙協議の

うえ、別の日を定めたときは、この限りでない。 

５ 第２項の停止条件が成就しないときは、本契約はその効力を生じないものとし、甲

は、乙から受領した契約保証金を乙に返還するものとする。 
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６ 前項の規定により返還する契約保証金には、利息を付さない。 

 

（契約保証金の取扱い） 

第４条 第２条第２項に規定する契約保証金は、解約手付としての性質を有しないもの

とし、前条第２項に定める停止条件が成就したときは、売買代金の一部に充当するも

のとする。 

 

（所有権の移転） 

第５条 本件物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに甲から乙に移転するもの

とする。 

 

（所有権移転登記手続の嘱託等） 

第６条 乙は、第３条第２項に定める停止条件が成就し、本契約の効力が生じたときは、

本件物件の所有権移転登記手続に要する書類及び第１４条第２項に定める買戻しの

特約に関する登記手続に要する書類その他甲が指定する書類を、その効力が生じた日

から１４日以内に、甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、乙より前項の書類を受領し、乙が売買代金を完納した日から７日以内に、所

有権移転登記手続及び買戻しの特約に関する登記手続を所轄法務局に嘱託するもの

とする。 

３ 前項に定める登記手続に要する登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。 

 

（本件物件の引渡し） 

第７条 本件物件は、第５条の規定により所有権が乙に移転したときに、その所在する

場所において、現状のまま甲から乙に対し引き渡しがあったものとする。 

 

（危険負担） 

第８条 本契約の効力発生日以後、本件物件の引渡し前に、甲乙双方の責めに帰するこ

とができない理由により本件物件が滅失し、又は毀損した場合、その損失は甲の負担

とする。 

 

（契約不適合責任） 

第９条 乙は、本件物件を現状有姿のまま買い受けるものとし、甲は、本件物件の種類、

品質又は数量に関して契約不適合責任を負わないものとする。 

２ 乙は、前項を理由として履行の追完、売買代金の減額、損害賠償又は解除を請求す

ることができない。 
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（利用制限等） 

第１０条 乙は、本件物件について、次の各号に掲げる事項を遵守する義務を負う。 

(1) 本件物件の利用にあたって都市計画法、建築基準法その他関係法令等を遵守する

こと。 

(2) アリオいたみ（アリオ１・アリオ 2）管理規則、アリオいたみ（アリオ１・アリオ 2）

管理規約、その他アリオ管理組合において取り決められている事項を遵守すること。 

(3) 本件物件を伊丹市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団

密接関係者並びにその他反社会的団体の事務所その他これに類する用途に供しな

いこと。 

(4) 本件プロポーザルの実施要項に定める売却条件を遵守すること。 

２ 乙は、本件物件の所有権が移転した後速やかに、本件プロポーザルにおいて提案し

た事業及び本契約の締結までの間に甲との間において協議し実施することとなった

事業（以下「提案事業」という。）を実施するものとする。 

３ 乙は、本件物件の所有権が移転した日から起算して１０年間、本件物件を提案事業

の用に供さなければならない。 

４ 乙は、やむを得ない事情により提案事業の内容を大幅に変更しようとするときは、

甲に対し、あらかじめ当該変更を必要とする理由を付して書面により申請し、甲乙協

議のうえ、甲の承認を受けなければならない。 

 

（権利の移転又は設定の制限） 

第１１条 乙は、本件物件の所有権が移転した日から起算して１０年間、次の各号に掲

げる行為をしてはならない。ただし、甲に対し、あらかじめ当該行為を必要とする理

由を付して書面により申請し、甲乙協議のうえ、甲の承認を得たときは、この限りで

ない。 

(1) 売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転 

(2) 地上権、質権、賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利の設定 

 

（実地調査等） 

第１２条 甲は、第１０条及び前条に定める乙の義務の履行状況を把握するため、甲が

必要と認めるときは実地調査を行うことができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、本件物件の利用状況及び権利関係の事実を証する

資料を添えて、甲に対し、本件物件の利用状況等を報告しなければならない。 

３ 乙は、正当な理由なく第１項の実地調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は、前

項に定める報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 
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第１３条 乙は、第１０条、第１１条並びに前条第２項及び第３項に定める義務に違反

したときは、次の各号に定める区分に応じ、当該各号に定める額を、違約金として甲

に支払わなければならない。ただし、当該違反が乙の責めに帰することができない理

由によるものであると甲が認めるときは、この限りでない。 

(1) 第１０条又は第１１条に違反したとき 売買代金の１００分の３０に相当する

金額 

(2) 第１２条第２項又は第３項に違反したとき 売買代金の１００分の１０に相当

する額 

２ 前項の違約金は、第１７条に定める損害賠償の予定又はその一部としての性質を有

しないものとする。 

 

（買戻し特約） 

第１４条 乙が第１０条から第１２条の規定に違反したときは、甲は、本件物件を買い

戻すことができるものとする。 

２ 甲及び乙は、第６条第２項に定める所有権移転登記手続と同時に、前項の買戻しの

特約に関する登記手続を行うものとする。 

３ 第１項に定める買戻しの特約の期間は、本件物件の所有権が移転した日から１０年

間とする。 

４ 買戻しの際に返還する額は、前条第１項に定める違約金及び所有権移転登記の完了

日から返還するまでの間における本件物件の使用料相当額（伊丹市行政財産使用料条

例の規定により算出した額とする。この場合において、その算出に使用する財産価格

は本契約の売買代金の額とする。）を差し引いた額とし、利息は付さない。 

５ 第１項の規定により甲が買戻しを行った場合における本件物件の返還、登記手続、

費用負担その他必要な事項については、第１８条から第２０条までの規定を準用する。 

 

（契約の解除） 

第１５条 甲又は乙は、相手方が本契約に定める義務を履行しない場合において、相当

の期間を定めてその履行を催告し、その期間内に履行がないときは、本契約を解除す

ることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、相手方が重大な債務不履行をした場合には、催告をする

ことなく、本契約を解除することができるものとする。 

 

（契約保証金等の返還） 

第１６条 甲は、前条の規定により本契約が解除されたときは、乙から収納済みの契約

保証金及び売買代金を返還するものとする。 

２ 前項の規定により返還する契約保証金及び売買代金には、利息を付さない。 
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（損害賠償） 

第１７条 甲又は乙は、相手方が本契約に定める義務を履行しないことにより損害を受

けたときは、その賠償を請求することができる。 

 

（乙の原状回復義務等） 

第１８条 乙は、第１５条の規定により本契約が解除されたときは、甲の指定する日ま

でに本件物件を原状に復して甲に返還しなければならない。ただし、本件物件を原状

に復させることが適当でないと甲が認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項の規定により本件物件を甲に返還するときは、甲の指定する日までに、

本件物件の所有権移転登記の抹消登記手続に関する承諾書を甲に提出しなければな

らない。 

 

（有益費等の請求権の放棄） 

第１９条 乙は、第１５条の規定により本契約が解除された場合においては、本件物件

に投じた有益費、必要費又はその他の費用があっても、これを甲に請求することがで

きない。 

 

（契約の費用） 

第２０条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（合意管轄） 

第２１条 本契約に関して生じた紛争については、甲の所在地を管轄する神戸地方裁判

所伊丹支部を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（信義則） 

第２２条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（疑義等の決定） 

第２３条 本契約に定めのない事項及び本契約に関し疑義が生じたときは、甲乙間にお

いて協議して定めるものとする。 

 

本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通ずつ

保有するものとする。 

 

 



 

6 

 

 

 

令和○年○月○日 

 

甲  伊丹市千僧１丁目１番地 

伊丹市 

伊丹市長   中 田 慎 也 

 

乙  ○○市○○ 

○○○○○ 

○○○○○ 
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物 件 目 録 

１．一棟の建物の表示 

所 在 伊丹市伊丹二丁目 １番地 

建 物 の 名 称 アリオ２ 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造ルーフィング葺地下１階付１１階建 

延 床 面 積 １６０２２.６５㎡ 

建 築 年 昭和６３年１１月２１日 

（敷地権の目的たる土地の表示） 

所在及び地番 伊丹市伊丹二丁目１番 

地 目 宅地 

地 積 ３７６５.４６㎡ 

 

２．専有部分の建物の表示① 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番１０１ 

建 物 の 名 称 １０１ 

種 類 店舗 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 １階部分 ９５.４６㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の１７２９６７３ 

 

３．専有部分の建物の表示② 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番１０２ 

建 物 の 名 称 １０２ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 １階部分 １０３０.５２㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の１６００１３２３ 

 

 

 

（別紙） 
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４．専有部分の建物の表示③ 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番２１４ 

建 物 の 名 称 ２１４ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 ２階部分 ４７６.２２㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の４５０５８１２ 

 

５．専有部分の建物の表示④ 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番２１５ 

建 物 の 名 称 ２１５ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 ２階部分 ９７.８５㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の９２１４２８ 

 

６．専有部分の建物の表示⑤ 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番３１４ 

建 物 の 名 称 ３１４ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 ３階部分 ４８１.８７㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の３３５２４３１ 
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７．専有部分の建物の表示⑥ 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番３１５ 

建 物 の 名 称 ３１５ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 ３階部分 ４２.５０㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の１０１９０４２ 

 

８．専有部分の建物の表示⑦ 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番Ｂ０２ 

建 物 の 名 称 Ｂ０２ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 地下１階部分 ４９.３５㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の１８６４５２ 

 

９．専有部分の建物の表示⑧ 

家 屋 番 号 伊丹二丁目 １番Ｂ０３ 

建 物 の 名 称 Ｂ０３ 

種 類 劇場 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 地下１階部分 ５９.４３㎡ 

（敷地権の表示） 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 １億分の２２６２９１ 

 

以上 


